
 

  

  

  

８ 喀痰吸引等の医療的行為の適正   

かつ安全な実施の徹底について 
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○介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等は、一定の条件の下にたんの吸引等の行為を実施できること 
   とする。 
☆たんの吸引や経管栄養は「医行為」と整理されており、現在は、一定の条件の下に実質的違法性阻却論により容認されている状況。 

趣旨 

○たんの吸引その他の日常生活を営むのに必要な行為   
であって、医師の指示の下に行われるもの 

 ※ 保健師助産師看護師法の規定にかかわらず、診療の補助と して、 
  たんの吸引等を行うことを業とすることができる。 

 ☆具体的な行為については省令で定める 
  ・たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 
  ・経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養） 

実施可能な行為 

○介護福祉士 
 ☆具体的な養成カリキュラムは省令で定める 

○介護福祉士以外の介護職員等 
 ☆一定の研修を修了した者を都道府県知事が認定 
 ☆認定証の交付事務は都道府県が登録研修機関に委託可能 

介護職員等の範囲 

○たんの吸引等の研修を行う機関を都道府県知事に登録
（全ての要件に適合している場合は登録） 

○登録の要件 
 ☆基本研修、実地研修を行うこと 
 ☆医師・看護師その他の者を講師として研修業務に従事 
 ☆研修業務を適正・確実に実施するための基準に適合 
 ☆具体的な要件については省令で定める 
 ※ 登録研修機関の指導監督に必要な登録の更新制、届出、改善命令等の規定を整備。 

登録研修機関 

○自らの事業の一環として、たんの吸引等の業務を行う
者は、事業所ごとに都道府県知事に登録 

 （全ての要件に適合している場合は登録） 

○登録の要件 
 ☆医師、看護職員等の医療関係者との連携の確保 
 ☆記録の整備その他安全かつ適正に実施するための措置 
 ☆具体的な要件については省令で定める 
 ※ 登録事業者の指導監督に必要な届出、報告徴収等の規定を整備。 

 
＜対象となる施設・事業所等の例＞ 

・ 介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホー
ム、有料老人ホーム、通所介護、短期入所生活介護等） 
・ 障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等） 
・ 在宅（訪問介護、重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等） 
・ 特別支援学校     

  ※医療機関は対象外 

        出 典：介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会「中間まとめ」 
 

登録事業者 

 
○平成24年4月1日施行 
 （介護福祉士については平成27年4月1日施行。ただし、それ以前で
あっても、一定の研修を受ければ実施可能。） 

○現在、一定の条件の下にたんの吸引等を実施してい
る者が新たな制度の下でも実施できるために必要な
経過措置 
 

実施時期及び経過措置 

介護職員等による喀痰吸引等の実施のための制度について 
（｢社会福祉士及び介護福祉士法｣の一部改正） 
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登録事業者 
 
 
 
 

 
 
 
 

○認定特定行為業務従事者 
 （介護職員等であって、喀痰吸引等の  

   業務の登録認定を受けた従事者） 
 

○介護福祉士(Ｈ27年度～） 

○登録喀痰吸引等事業者(Ｈ27年度～） 
○登録特定行為事業者(Ｈ24年度～） 

都道府県 
 
 
 
 
 

（主な業務） 
○研修機関の登録・指導監督 
○事業者の登録・指導監督 
○『認定証』の交付 
○研修の実施 等 

※医療機関は対象外 

連携体制 
 
 
 
 
 
 
 

看護師 医師 

施設・在宅どちらにおいても医
療関係者との連携の下で安全に
実施される「喀痰吸引等」の提
供体制を構築 

介護職員 
・医師の指示 
・看護職員との連携、役割分担 
・｢計画書｣・「報告書」作成 
・対象者本人や家族への説明と同意 等 

登録研修機関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

『喀痰吸引等研修』 
 講義＋演習＋実地研修 

 ※３パターン 
    ・第１号研修 
    ・第２号研修（注） 

    ・第３号研修（特定の者） 
 
  （注）実地研修で気管カニューレ、経鼻経 
     管栄養を除いた類型。 

｢登録基準｣ 
 ・適正な研修実施 
を満たしていることが条
件 

介護福祉士の養成施設 
 
 
 
 

※登録事業者や養成施設も登録研 
 修機関になりうる。 

介護職員 

喀痰吸引等の提供 

※介護福祉士が｢実地研修｣を
修了していない場合は｢実地研
修｣を実施 

※研修受講 
 →｢認定証｣交付 
  →事業者に勤務 

※養成課程修了 
 →国家試験合格 
  →事業者に勤務 

『医療的ケア』（喀痰吸引等） 
 講義＋演習（＋実地研修） 

 を養成課程の中で実施 

｢登録基準｣ 
 ・医療関係者との連携 
 ・介護福祉士の｢実地研修｣ 
 ・安全確保措置 
を満たしていることが条件 

対象者 

○喀痰吸引 
（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 
 

○経管栄養 
（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養） 

喀痰吸引等制度の全体像〔概要〕 
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○試行事業における取り組みを踏まえた実践的かつ的確な研修を実施。 

注：養成課程において可能な限り、実地研修を実施。又は登録事業者において実地研修を実施

＋
各行為の

シミュレーター演習

＋

＋

実地研修

実地研修

（登録事業者）

実地研修

実地研修
※特定の者に対する必要な

行為についてのみ。

実地研修
（気管カニューレ内吸引及び
経鼻経管栄養を除く。）

各行為の
シミュレーター演習

＋

＋

各行為の
シミュレーター演習

講義
５０Ｈ

介護福祉士の養成課程

基本研修

＋

喀痰吸引等研修

①喀痰吸引及び経管栄養
について、対象となる行為
のすべてを行う類型

②喀痰吸引（口腔内及び鼻
腔内のみ）及び経管栄養
（胃ろう及び腸ろうのみ）を
行う類型

③実地研修を重視した類型

講義及び演習
９Ｈ

※重度訪問介護従事者養成研修と併せて行う

　場合には２０．５時間

基本研修

不
特
定
多
数

特
定
の
者

基本研修

基本研修

講義
５０Ｈ

講義
５０Ｈ

＋

1 

喀痰吸引等研修～研修課程（１）～ 
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2 

科目又は行為 １号 ２号 科目又は行為

人間と社会 1.5

保健医療制度とチーム医療 2

安全な療養生活 4

清潔保持と感染予防 2.5

健康状態の把握 3

高齢者及び障害児・者の喀痰吸引概論 11

高齢者及び障害児・者の喀痰吸引実施手順解説 8

高齢者及び障害児・者の経管栄養概論 10

高齢者及び障害児・者の経管栄養実施手順解説 8

口腔内の喀痰吸引

鼻腔内の喀痰吸引

気管カニューレ内部の喀痰吸引

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養

経鼻経管栄養

救急蘇生法

口腔内の喀痰吸引 ○ ○ 口腔内の喀痰吸引

鼻腔内の喀痰吸引 ○ ○ 鼻腔内の喀痰吸引

気管カニューレ内部の喀痰吸引 ○ － 気管カニューレ内部の喀痰吸引

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 ○ ○ 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養

経鼻経管栄養 ○ － 経鼻経管栄養２０回以上

２　実地研修

○ ○

○ ○②演習

１　基本研修

１０回以上

２０回以上

２０回以上

２０回以上

５回以上

５回以上

５回以上

５回以上

医師等の評価
において、受
講者が習得す
べき知識及び
技能を修得し
たと認められ
るまで実施

重度障害児・者の地域生活等に関する
講義

2

喀痰吸引等を必要とする重度障害児・
者等の障害及び支援に関する講義

緊急時の対応及び危険防止に関する
講義

6

1

9H

喀痰吸引等に関する演習

第３号研修

（特定の者対象）（不特定多数の者対象）

第１号研修／第２号研修

①講義

時間数又は回数 時間数又は回数

５回以上

１回以上

50H

13

19

18

喀痰吸引等研修～研修課程（２）～ 
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1．介護従事者が喀痰吸引等の行為を行えるようになるまで

３号の登録研修機関で研修受
講

・実地研修終了後、登録研修
機関が修了証を発行

２．「認定証」でケアをしていた介護職員が、平成２９年１月以降の国家試験に合格した

ア）「認定証」のまま、業務を続ける

イ）社会福祉振興・試験センターに喀痰吸引等の登録を申請する

３．他事業所での実地研修について

（パターン１）
　　入所施設等 就業先に利用者も指導看護師もいる　　→　　実地研修の全てを就業先で行う

（パターン２）
　　訪問介護等 就業先に利用者はいるが、指導看護師がいない　　→　　他事業所指導看護師の派遣を依頼する

（パターン３）
　　退所後のため 就業先に指導看護師がいるが、利用者はまだ入所中で退所予定

→ 指導看護師と介護福祉士が、入所先（登録喀痰吸引等事業者に限る）に研修に行く

→ 介護福祉士のみ、入所先（同上）に研修に行き、指導看護師も依頼する

（パターン４）
　　今後のため 就業先に利用者がいない 　→　パターン１の事業所に研修を依頼することは可能ですが、おすすめしません

（パターン５）
　　資格のため 就業していない　　→　　研修は受けられません

・実務者研修や養成校で医療的ケアを
終了していた場合は、基本研修の省略
が可能

・実地研修は、基本的に自施設で行う
が、登録研修機関との契約が必要（あく
までも研修全体の責任は登録研修機
関）

ア、イどちらでも可能。「認定証」に記載のない行為のみを、介護福祉士として実地研修を行うことも可能です

※介護福祉士の資格証を所持している方でも3号研修を受
ける事は可能ですが、初めての場合は基本研修から受け
る必要があります。

１．２号の登録研修機関に申し込みの場合３号の登録研修機関に申し込みの場合

就業先が登録喀痰吸
引等事業者ではない
場合

就業先が登録喀痰吸
引等事業者の場合

　１．２．３号の登録研修機関に申し込み
（１，2号研修：不特定多数の者を対象、3号研修：特定の者を対象）

必要書類を用意し、京都府に「認定証」の申請をする

・就業先（登録喀痰吸引等事業者に限る）が修了証を
発行

社会福祉振興・試験センターに喀痰吸引等の登録を
申請する

実施できる行為が付記された介護福祉士資格証が交
付される

介護福祉士として付記された行為の業務が可能

事業所は京都府へ「登録喀痰吸引等事業者」の登録
が必要

就業先（自施設）で研修のすべてを修了させることが基本ですが、看護師配置がない事業所は、他事業所への依頼なども可能です。しかし、
研修の責任はあくまでも就業先である「登録喀痰吸引等事業者」であり、修了証の発行、管理、京都府への報告等が必要です。また、病院、
診療所での実地研修はできません。自宅や登録喀痰吸引等事業者に限ります。なお、依頼する場合は内容や支払いについて事前に充分調
整してください。

就業先（登録喀痰吸引等事業者に限る）にて、実地研
修を実施

・他の登録喀痰吸引等事業者に研修の一部を依頼す
ることも可能
（あくまでも、研修の責任は就業先の事業所）

１．２号の登録研修機関で研修受講

・実地研修修了後、登録研修機関が修
了証を発行

京都府が認定証を発行する
（申請から約１～２ヶ月後、認定証が手元に届く）
※登録日は、受理日（書類が不備なく整った日）

「認定特定行為業務従事者」として認定証に記載された業務が可能

事業所は京都府へ「登録特定行為事業者」の登録が必要

・３号研修が初めての場合は基
本研修の受講が必要
（3号研修が2回目以上の場合
は基本研修の省略が可能）

フロー図

介護福祉士

介護福祉士の登録証を
所持しているが、基本研
修又は医療的ケアを修
了していない者

介護福祉士の登録証を所持し、基本研修又は医療的
ケアを修了していることが書面で確認できる者

介護福祉士以外（ヘルパー、無資格）
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特定行為事業者 喀痰吸引等事業者

事業所の予定 「認定証」を持っている者にのみ喀痰吸引等を行わせる
「認定証」を持っている者と、介護福祉士、両方に喀痰吸
引等を行わせる
又は予定がある

必要な申請 特定行為事業者の登録申請のみ
特定行為事業者と喀痰吸引等事業者、両方の登録申請
が必要

様式1-1（登録申請
書）

様式1-2（従事者名
簿）

認定証を持っている者の一覧
認定証を持っている者と、医療的ケア又は基本研修を修
了している介護福祉士の一覧

様式1-4（適合書類）
適合要件のうち、「２の②　介護福祉士への実地研修方
法が規定されていること」　は不要

全ての要件が必要

申請時期 認定証申請後（同時申請も可）、実際の行為の開始前

認定証申請後（同時申請も可）、実際の行為の開始前

認定証取得よりも先に、介護福祉士に対しての自施設で
の実地研修を行いたい場合は、自施設での実地研修開
始前

備考
介護福祉士にも喀痰吸引等を行わせることになった場合
には、新たに、喀痰吸引等事業者の登録申請が必要

特定行為事業者 と 喀痰吸引等事業者 、両方の申請又は片方の申請

同じ申請書類を使います
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上記は、京都府の喀痰吸引制度についてのホームページです。  

各種申請書類や関係通知及び連絡先など掲載しておりますので、 

必要に応じてアクセスして頂き、ご確認ください。  

  

HP アドレス https://www.pref.kyoto.jp/jigyousho/kakutankyuin.html 

検索ワード  京都府 喀痰吸引制度 
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